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対策１　職員一人ひとりの服務規律の確保と倫理意識の向上

１－ア　服務、職員倫理の徹底

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
服務等に係る職員
の基礎研修の強化

　職員が地方公務員法等の関係
規定を理解し、全体の奉仕者と
して職務に専念し、公正な職務
の執行が徹底されるように、服
務等に係る基礎研修の強化を図
る。

　グループ長以上の職員に対し
てコンプライアンス研修を実施
し、地方公務員法、磐田市職員
倫理規程、磐田市職員の公益通
報に関する規程等について周知
した。
　新規採用職員（正規職員、嘱
託職員、臨時職員）に対してコ
ンプライアンス研修を実施し
た。（全４回356名が受講）

　令和元年度未受講の職員及び
主査級以下（グループ長を除
く。）の職員を対象にコンプラ
イアンス研修を実施する。
　新規採用職員（正規職員、会
計年度任用職員（※１））を対
象にコンプライアンス研修を実
施する。
　全職員が受講する必要がある
ため、計画的に実施する。

職員課
・

総務課

2

服務・コンプライ
アンスチェック
シートによる自己
点検の実施

　職員一人ひとりの服務・コン
プライアンス意識の徹底を図る
ため、チェックシートによる定
期的な自己点検を行い、改善に
取り組む。

　磐田市人材育成基本方針（※
２）の基本行動９か条の徹底に
ついて、人事評価面接時に啓発
を行った。
　次年度からの実施方法につい
て検討した。

　年３回（目標設定期、中間期
及び目標達成期）の人事評価面
接時に合わせて自己点検を実施
し、所属長へ全職員から基本行
動９か条チェック票及びコンプ
ライアンスチェックリストを提
出する。

職員課
・

総務課

3
朝礼・夕礼時の服
務・コンプライア
ンス標語の唱和

　朝礼・夕礼を活用して、服
務・コンプライアンス標語を職
員全員で唱和し、意識付けを行
う。

　従来からの標語（情報セキュ
リティ標語等）に加え、令和２
年３月からは、月ごとの職員の
交通法規違反・交通事故の発生
状況に応じた交通安全目標を毎
月作成し、各所属の朝礼又は夕
礼等で唱和した。

　継続して朝礼又は夕礼等で服
務・コンプライアンス標語の唱
和を実施しながら、より効果が
見込める方法と内容を検討す
る。

職員課

※１　会計年度任用職員…令和２年３月31日までは、嘱託職員又は臨時職員として雇用してきた非常勤職員

※２　磐田市人材育成基本方針…磐田市職員としての心構え、基本行動、目指すべき職員像、目指すべき職場像等を定めたもの

No 取組項目 実施責任課実施内容
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１－イ　信頼されるマナーと身だしなみ

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1 あいさつの徹底

　職員同士や来庁者へのあいさ
つを徹底し、明るく、良好な職
場風土づくりを進めるため、次
の取り組みを徹底する。
■誰に対しても笑顔で明るく、
　はきはきとした声であいさつ
　をする。
■自分から積極的にあいさつを
 する。

　部課長級職員を中心に春（４
月）と秋（10月）の年２回、庁
舎前であいさつ運動を実施し、
良好な職場環境づくりを進め
た。
　人事評価制度の評価項目とし
て、全職員があいさつの徹底に
ついて取り組んだ。

　庁舎前でのあいさつ運動を継
続して実施する。
　（４月のあいさつ運動は新型
コロナウイルス感染症拡大防止
のため実施を見送った。）
　年３回の人事評価面接を通じ
て、磐田市人材育成基本方針の
基本行動９か条チェック票に基
づいた点検を行い、あいさつの
徹底を周知する。

職員課

2 身だしなみの徹底

　職場にふさわしい身だしなみ
の徹底を図るため、次の取り組
みを行う。
■自分の身だしなみが市役所の
　イメージになることを自覚す
　る。
■公務の遂行にふさわしい清潔
　な身だしなみとする。
■不適切な身だしなみの例示

　磐田市人材育成基本方針の基
本行動９か条チェック票は、正
規職員のみならず、会計年度任
用職員を含めたものと位置付け
た。
　人事評価制度の評価項目とし
て、全職員が身だしなみの徹底
について取り組んだ。

　年３回の人事評価面接を通じ
て、磐田市人材育成基本方針の
基本行動９か条チェック票に基
づいた点検を行い、身だしなみ
の徹底を周知する。

職員課

No 取組項目 実施責任課実施内容
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１－ウ　交通法規の遵守

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1 安全運転の徹底

　公用車使用時に次の取り組み
を実施し、安全運転の励行を徹
底する。
■所属長等による免許証携帯・
　有効期限の確認
■運行時の同乗者による安全確
　認

　全職員を対象に自動車運転免
許証の有効期限が切れていない
ことを各所属で確認した。
　有効期限切れの報告は無かっ
た。
　安全運転講習会を外部講師に
より実施した。（各所属１名が
参加）

　年度当初の所属長による免許
証の有効期限の確認は継続して
実施する。
　安全運転講習会において安全
運転の徹底と、新たに同乗者に
よる安全確認の実施について周
知する。

財政課

2
交通法規違反・交
通事故の防止

　市職員として公私を問わず、
交通法規を遵守するとともに、
交通事故を未然に防止するた
め、次の取り組みを徹底する。
■交通事故・違反防止の取組目
　標を毎月設定する。
■急発進、急加速、急停車など
　無理・無謀な運転はしない。
■交通事故・違反を起こした場
　合は公私を問わず、速やかに
　所属長に報告する。
■交通法規違反者を厳正に処分
　する。

　職員の交通法規違反や交通事
故件数等を、部課長会（※３）
での説明や全職員に通知するこ
とで情報を共有化し、交通ルー
ルの遵守を啓発した。

　交通安全の啓発のため、職員
の事故件数等の報告と併せて交
通安全目標を毎月全職員に周知
する。

職員課
・

財政課

※３　部課長会…市長、副市長、教育長、施設管理者及び部課長級職員の管理職が出席する会議

No 取組項目 実施責任課実施内容
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対策２　管理監督者のマネジメント能力の向上と職場風土の改善

２－ア　管理監督者の能力向上

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
管理監督者のマネ
ジメント能力の向
上

　管理監督者による部下職員へ
の指導力やマネジメント能力並
びに危機管理能力を高めるた
め、管理監督者研修やＯＪＴ
（※４）の強化を図る。

　部課長級職員約80名を対象に
掛川市長講話研修及び外部講師
によるアンガーマネジメント
（※５）研修を実施した。

　人事評価制度、昇格制度への
関与により、管理監督者のマネ
ジメント能力の向上を図る。
　部課長級職員を対象とした、
外部講師による研修を実施す
る。

職員課

※４　ＯＪＴ…実際の仕事を通じて指導し、知識、技術などを身に付けさせる教育方法

※５　アンガーマネジメント…怒りをコントロールするスキル

取組項目 実施責任課実施内容No
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２－イ　事務処理ミスの防止

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
定期的なジョブ
ローテーションの
実施

　人材育成と業務のチェック機
能の強化を図るため、定期的に
分担事務のローテーションを行
う。

　各所属のＯＪＴによる人材育
成の一環として定期的な分担事
務のローテーションを実施して
いる。
　業務の進捗状況の確認や課題
等を話し合う場として、「グ
ループ会議」を実施するよう全
所属へ通知し、業務のチェック
機能の強化も目指した。

　人事ヒアリング等を通じて各
所属の課題を把握することと併
せ、各所属においては継続して
定期的に分担事務のローテー
ションを実施する。

職員課

2
事務処理マニュア
ルの作成、共有化
の徹底

　市政への信頼喪失や市へ多大
な損害を与えかねない日頃の業
務の中に潜むリスクを回避する
ため、事務処理マニュアルを作
成、共有化してミスを防ぐ。

　事務処理マニュアル等整備状
況調査の結果を精査し、基準と
なる事務処理マニュアルを作成
する。
　各所属は、未整備の事務マ
ニュアルの新規作成及び既存の
マニュアルの見直し作業を行
う。

総務課

3
業務チェックリス
トの作成・活用

　業務遂行上のミスを防止する
ため、あらかじめチェックリス
トを作成し、グループ全体での
チェック体制を確立する。

　事務処理ミスの防止のため、
各所属は、各種業務における
チェックリストの作成をする。
　既存のチェックリストについ
ては、各所属で見直し作業を行
う。

総務課

4
会計事務リーダー
の設置

　伝票処理の適正化を推進する
ため、伝票作成の指導などを行
う「会計事務リーダー」を全課
に配置し、チェック体制を整え
る。

　会計事務リーダーを試行的に
５課に配置し、伝票の起票ミス
等による伝票返戻率（※６）が
減少した（５課平均伝票返戻率
5.1％→2.5％）。

　返戻伝票の確認、伝票の締切
りの確認、伝票の起票漏れの確
認、予算執行状況の確認等を業
務とする会計事務リーダーを全
所属に配置し、月当たりの伝票
返戻率１％以下の実現を目指
す。

会計課

取組項目 実施責任課実施内容

　事務処理マニュアル等整備状
況調査を実施した。
　各所属から678件のマニュア
ル類の報告を受けた。

No
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5
ヒヤリ・ハット事
例の共有化

　事務処理において大きなミス
につながりかねなかった「ヒヤ
リ・ハット事例」をまとめ、職
員間で共有し、不祥事・事務処
理ミスの未然防止に活用する。

　令和元年度中の磐田市職員懲
戒等審査委員会（※７）で審査
した案件（事務処理ミス等職務
遂行上の行為９件、交通事故等
職務外の行為２件、計11件）を
全職員に公開し、職員間で共有
することで、不祥事・事務処理
ミスの未然防止に活用した。

　審査した案件の内容を継続し
て全職員へ公開することにより
事例の共有化を図る。

職員課

※６　伝票返戻率…起票した伝票のうち事務処理上の誤りがあり会計課から起案した所属に戻された伝票の率

※７　磐田市職員懲戒等審査委員会…職員の非違行為に関して、処分等の量定を審査する庁内の委員会
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２－ウ　業務改善の推進

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
ＡＩ（※８）・Ｒ
ＰＡ（※９）の導
入

　業務には、定型的かつ膨大な
作業量を伴う基幹的業務が数多
くあるため、ＡⅠ・ＲＰＡの導
入を進め、業務の効率化を進め
る。

　導入効果が見込まれる７業務
を選定しＲＰＡの実証実験を実
施した。
　対象７業務の合計処理時間
は、747時間から243時間に削減
され、導入効果を確認した。
　磐田市ＡⅠ・ＲＰＡ利活用基
本方針（※10）を策定し、今後
の導入業務の候補や進め方等の
基本方針を定めた。
　庁内各業務への具体的な導入
推進体制の構築が今後の課題で
ある。

　ＡＩ－ＯＣＲ（※11）導入に
ついて、公募による業者選定を
行い、ＲＰＡと合わせて庁内各
業務への具体的な導入推進体制
を構築する。
　基本方針において令和２年度
に導入候補としている３業務に
ついて導入を進め、磐田市Ａ
Ⅰ・ＲＰＡ利活用基本方針に定
める業務時間の削減効果を目標
とする。

情報政策課

2
申請書類や記入箇
所などの削減

　申請書類や書類の記入する箇
所などの削減を進めることで、
業務の効率化と市民等の利便性
の向上を図る。

　各所属に申請書類や記入箇所
などの様式の見直しについて通
知した。

　各所属において継続して様式
等の見直しを実施する。
　申請書類が規定される例規
（条例・規則等）については、
新規制定又は改正の時に様式類
の精査をして見直し等を行う。

総務課

取組項目 実施責任課実施内容No
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3 会議の見直し

　長時間労働の抑制や仕事の効
率化を図るため、会議の時間や
回数、出席する職員数などを見
直す。

　会議見直しの視点や今後の会
議のあり方（案）を作成し、コ
ンプライアンス推進会議（※
12）で協議した。
【目的】
　時間の有効活用と業務の効率
性を意識した会議の開催や運営
を見直すことで、
①長時間労働の抑制や仕事の効
　率化を図る。
②グループ会議等の時間に充て
　ることで事務処理ミスの防止
　及び風通しの良い職場環境に
　つなげる。

　会議のあり方について【基本
方針】を作成し、全職員に周知
する。
【目標】
①時間外勤務の削減（前年比
　減）
②時間の有効活用（グループ会
　議の回数増）

秘書政策課

※８　ＡＩ…言語の理解や推論、問題解決などの知的行動を人間に代わってコンピューターに行わせる技術のこと

※９　ＲＰＡ…ロボットによる業務自動化のこと

※10　磐田市ＡＩ・ＲＰＡ利活用基本方針…ＡＩ・ＲＰＡの技術を導入すための基本的な考え方や進め方などを定めたもの

※11　ＡＩ－ＯＣＲ…ＯＣＲにＡＩ技術を取り入れることで、従来のＯＣＲがもつ問題点を解消し、認識精度を向上させたもの

　　　ＯＣＲ…光学式文字読み取り装置

※12　コンプライアンス推進会議…再発防止対策を全庁一体となって推進するための庁内会議
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２－エ　不正を未然に防止する環境づくり

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
部外者の執務室へ
の無断入室禁止の
徹底

　名札の未着者など部外者につ
いては、市議会議員・元市職員
も含め、以下の取り組みを徹底
し、執務室内への無断入室を禁
止する。
■入口やカウンターで一声かけ
　られてから、必要に応じて執
　務室内に案内する。
■執務室への入室禁止を各種団
　体等に対し通知する。

　各所属入口やカウンター等に
「部外者立入禁止」の掲示を令
和２年１月14日付けで全所属へ
通知し、全所属（支所等を含
む。）が掲示した。
　来庁者が執務室に入る前に入
口やカウンターで職員に声を掛
けるようになった。

　職場巡回による掲示の状況確
認・指導をし、無断入室禁止の
徹底を継続して実施する。

財政課

2
面会記録作成の徹
底

　利害関係者等と面会した際
に、記録（概要）を作成し、所
属長に報告・決裁を受けること
を徹底する。

　入札・契約事務等説明会にお
いて各所属での記録作成及び決
裁等の徹底を周知した。

　財務事務説明会等で面会記録
の作成の徹底を継続して周知す
る。

財政課

3
事務机の上の整理
整頓の徹底

　執務室内の事務机上の整理整
頓を徹底し、書類の紛失や情報
の漏洩を防止する。

　令和２年１月14日付け「部外
者立入禁止」掲示通知に併せ、
各所属へ机上の整理整頓を周知
した。
　職員が席を外す時など、机上
の整理をするよう職場内での声
掛けをし合うよう徹底してい
く。

　職場巡回による事務机上の整
理整頓の状況確認及び指導を実
施する。

財政課

取組項目 実施責任課実施内容No
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２－オ　相談がしやすい環境づくり

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
グループ会議の開
催

　「グループ会議」を開催し、
業務の進捗状況を確認するとと
もに、グループ内の課題につい
て話し合いの場として活用す
る。

　グループ制の実施について各
所属へ改めて周知するととも
に、新たに定例的な「グループ
会議」を実施するよう各所属へ
通知した。

　引き続き定例的なグループ会
議の実施を促す。

職員課

2
人事評価面接のさ
らなる活用

　人事評価面接を活用し、業務
上の課題のみならず、必要に応
じて家族の状況や健康問題など
個人的な悩みなどを含め、職員
一人ひとりの状況把握を行う。

　被評価者研修を実施し、年３
回の人事評価面接を業務上の課
題や相談だけではなく、個人的
な悩みなどを相談する機会にす
るなど有効に活用するよう周知
した。

　各所属において継続して実施
する。

職員課

3
部下から上司への
「提案制度」の創
設

　各部局内にて、職場の環境や
業務の内容について、部下から
上司への「提案制度」を創設す
る。

―

　人事評価面接の機会を捉え
て、職場の環境や業務の内容に
ついて、部下から上司への「提
案制度」を創設する。

職員課

実施責任課実施内容取組項目No
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対策３　不祥事を発生させないための組織づくり

３－ア　研修の充実・強化

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1

服務等に係る職員
の基礎研修の強化
（再掲）

【対策１－ア　服務、
職員倫理の徹底】

　職員が地方公務員法等の関係
規定を理解し、全体の奉仕者と
して職務に専念するとともに公
正な職務の執行が徹底されるよ
う、服務等に係る基礎研修の強
化を図る。

　グループ長以上の職員に対し
てコンプライアンス研修を実施
し、地方公務員法、磐田市職員
倫理規程、磐田市職員の公益通
報に関する規程等について周知
した。
　新規採用職員（正規職員、嘱
託職員、臨時職員）に対してコ
ンプライアンス研修を実施し
た。（全４回356名が受講）

　令和元年度未受講の職員及び
主査級以下（グループ長を除
く。）の職員を対象にコンプラ
イアンス研修を実施する。
　新規採用職員（正規職員、会
計年度任用職員）を対象にコン
プライアンス研修を実施する。
　全職員が受講する必要がある
ため、計画的に実施する。

職員課
・

総務課

2

管理監督者のマネ
ジメント能力の向
上（再掲）

【対策２－ア　管理監
督者の能力向上】

　管理監督者による部下職員へ
の指導力やマネジメント能力並
びに危機管理能力を高めるた
め、管理監督者研修やＯＪＴの
強化を図る。

　部課長級職員約80名を対象に
掛川市長講話研修及び外部講師
によるアンガーマネジメント研
修を実施した。

　人事評価制度、昇格制度への
関与により、管理監督者のマネ
ジメント能力の向上を図る。
　部課長級職員を対象とした外
部講師による研修を実施する。

職員課

3

嘱託・臨時職員
（会計年度任用職
員）に対するコン
プライアンス研修
の充実

　服務規律や公務員倫理につい
ての意識付けを徹底するため嘱
託・臨時職員（会計年度任用職
員）を対象に研修を実施する。

　新規任用された嘱託・臨時職
員を対象にコンプライアンス研
修を実施した。
　令和２年４月に新規任用され
る会計年度任用職員について
は、職員課及び教育総務課が行
う採用面接時に服務規律や公務
員倫理の概要を説明した。

　会計年度任用職員（新規任
用）を対象にコンプライアンス
研修を実施する。

職員課
・

総務課

4
入札・契約・工事
担当職員研修の強
化

　入札問題等に対する危機管理
意識の徹底を図るため、入札・
契約・工事担当職員を対象にし
た研修を定期的に開催する。

　公正取引委員会より講師を招
き、入札談合の防止に向けての
講習会を開催した。
　（事務担当者等95名が受講）

　公正取引委員会より講師を招
き、入札談合の防止に向けた講
習会を部課長級職員を対象に開
催する。

契約検査課

取組項目 実施責任課実施内容No
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３－イ　コンプライアンスの徹底

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
コンプライアンス
推進体制の整備

　コンプライアンスを推進する
ため組織的に、次の取り組みを
実施する。
■各課にコンプライアンス推進
　員（所属長）を配置する。
■庁内に副市長をトップとする
　「コンプライアンス推進会
　議」を設置する。
■外部有識者による「（仮称）
　磐田市コンプライアンス委員
　会」を設置する。

　市のコンプライアンス推進の
体制を検討し再発防止実施責任
課を設定した。
　庁内に副市長及び部局長級職
員で構成するコンプライアンス
推進会議を設置し、３月26日に
第1回を開催した。
　外部有識者による「磐田市コ
ンプライアンス委員会」の設置
に向け検討した。

　庁内組織であるコンプライア
ンス推進会議を開催し、再発防
止に向けた取組状況の確認等を
行う。
　磐田市コンプライアンス委員
会の設置のため、６月議会に条
例議案を上程し、委員会を開催
する。

総務課

2
定期的な職員実態
調査（アンケー
ト）の実施

　職員のコンプライアンス意識
など、実態を把握するため、定
期的にアンケート調査を行う。

　職員実態調査（アンケート）
を全職員（臨時、嘱託職員を含
む。）を対象に実施し、3,087
人の回答があった。

　職員の実態把握を隔年で行う
ためのアンケート調査の項目等
を検討する。

秘書政策課
・

総務課
・

職員課

取組項目 実施責任課実施内容No
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３－ウ　不当要求行為への対応と職員倫理規程の適正な運用

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
不当要求行為への
毅然とした対応の
徹底

　不当な要求に毅然とした態度
で対応できるよう、次の取り組
みを実施する。
■全職員を対象とした研修を実
　施する。
■職員の正しい理解とその対応
　策を促進するため、「不当要
　求対応マニュアル」を作成
　し、周知徹底を図る。

　事務処理マニュアル等整備状
況調査を実施し、「不当要求対
応マニュアル」の有無の調査を
した。
　６件の報告があったが、「不
当要求対応マニュアル」を作成
している所属が少ないため、標
準となるマニュアルが必要であ
る。

　不当要求行為に対する研修を
実施する。
　令和元年度の調査結果を精査
し「不当要求対応マニュアル」
を作成し、職員の正しい理解と
その対応策を周知する。

総務課

2
磐田市職員倫理規
程の周知徹底

　職員に対し、職員倫理規程の
周知・徹底を図るため、次の取
り組みを実施する。
■全職員を対象とした研修の実
　施
■具体的な事例等を盛り込んだ
　「職員倫理規程ガイドブッ
　ク」を作成し、周知徹底を図
　る。

　コンプライアンス研修（グ
ループ長以上の職員207名が受
講）時に磐田市職員倫理規程に
ついて周知した。

　具体的な事例等を盛り込んだ
「職員倫理規程ガイドブック」
を作成し、周知する。

職員課

3
退職後の行動規範
の徹底

　退職予定の職員に、研修を実
施し、元職員による働きかけの
禁止や守秘義務の徹底等、退職
後に求められる禁止事項や心構
えについて、周知徹底を図る。

　令和元年度末に退職となる予
定の職員に対して、退職手続き
の説明時に、元職員による働き
かけの禁止や守秘義務等につい
て周知した。

　継続して実施する。 職員課

取組項目 実施責任課実施内容No
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３－エ　公益通報制度の適正な運用

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
公益通報制度の周
知徹底

　業務に係る法令等違反や不当
な行為等について、職員が相
談・通報しやすい環境を整備す
るため、以下の取り組みを推進
する。
■全職員を対象とした研修を実
　施する。
■「公益通報制度マニュアル」
　を作成し、周知徹底を図る。

　コンプライアンス研修（グ
ループ長以上の職員207名受
講）及び消防職員研修（180名
受講）時に磐田市職員の公益通
報に関する規程について周知し
た。

　「公益通報制度マニュアル」
を作成し、周知する。

職員課

2
公益通報の相談窓
口の創設と通報窓
口の拡大

　法令違反や不当な行為等につ
いて職員が相談・通報しやすい
環境を整備するため、相談窓口
を創設するとともに、通報窓口
の周知・拡大を図る。

―

　職員が相談・通報しやすい環
境を整備するため、外部機関
（市顧問弁護士事務所）にも通
報できるよう公益通報相談窓口
を設置する。

職員課

取組項目 実施責任課実施内容No
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３－オ　ハラスメント対策の推進

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
ハラスメントの防
止

　ハラスメントの防止に向け
て、次の取り組みを行う。
■階層別ハラスメント研修を実
　施する。
■「磐田市職員の職場における
　ハラスメントの防止等に関す
　る要領」の職員への啓発、周
　知徹底を行う。
■庁内の苦情相談窓口の職員へ
　の啓発、周知徹底を行うとと
　もに、苦情相談窓口の体制を
　見直すことで、職員が利用し
　やすい環境を整備する。

　階層別研修（※13）として、
主事・主事補級職員を対象にハ
ラスメント研修を実施したこと
により、全階層における研修が
完了した。
　各所属にハラスメント防止に
関する冊子を３月末に配布し
た。

　継続して階層別研修を実施す
る。
（部課長級職員及び新規採用職
員を対象として実施予定）

職員課

2
ハラスメント専用
電話相談窓口の周
知徹底

　外部の専任カウンセラーが電
話で直接相談を受ける「ハラス
メント専用電話相談窓口」の啓
発、周知徹底を行う。

　相談窓口についてインフォ
メーション（※14）にて、年４
回（４月,11月,１月,２月）全
職員へ周知した。

　より利用しやすい制度へ見直
して実施する。
（月４回だった利用可能日を毎
日へ変更）

職員課

※13　階層別研修…職員の勤続年数や役職などの階層別に実施する研修（部長、課長、グループ長、主査、主任、副主任、主事等）

※14　インフォメーション…職員が閲覧できるグループウェア内の電子掲示板

実施責任課取組項目 実施内容No
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３－カ　人材育成と適正な人事配置

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
定期人事異動等の
見直し

　業務の円滑な実施等を推進す
るため、定期人事異動の時期の
複数化や職員の専門性の向上を
図る。

　令和２年度からの定期人事異
動の年２回（４月、７月）の実
施について検討した。

　定期人事異動を年２回（４
月、７月）実施する。

職員課

2
昇格試験制度の見
直し

　やる気のある有能な人材の登
用を実現し、組織全体の活性化
と事業の円滑な実施を推進する
ため、昇格制度の見直しを行
う。

　組織全体で職員を育成してい
く意識を植え付け、職場の中で
思考力や行動力のある職員の育
成を図るため、以下のとおり制
度を見直した。
【主査級】自己推薦制度を廃止
し、全部局長による選考会によ
り、昇格候補者を選考した上
で、小論文試験及び面接試験を
行い決定した。
【主任級】自己推薦制度を廃止
し、所属のグループ長及び所属
長が作成したシートを参考に決
定した。

　前年に見直した制度をより有
効な昇格制度にするため、部局
長等の意見を参考にして見直
す。

職員課

3
人事評価制度の見
直し

　能力と業績に基づく人事管理
の徹底を図り、人材育成を進め
るため、評価の方法等を見直
し、評価結果に基づく措置を行
う。

　評価結果に基づく措置を継続
する中で、評価方法等の見直し
を検討した。

　人材育成等に関する全職員ア
ンケートを実施し、その結果を
踏まえ人事評価方法等を見直
す。

職員課

取組項目 実施責任課実施内容No
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4
懲戒処分に関する
職員への周知

　違法行為等の発生を抑止する
ため、次の取り組みを行う。
■厳正な処分の実施
■職員の懲戒処分に関する指針
　の啓発、周知徹底を行う。
■職員による不祥事等があった
　場合には、その具体的な内容
　と処分について、職員に周知
　し、情報の共有化を図る。

　令和元年度中の磐田市職員懲
戒等審査委員会で審査した案件
（事務処理ミス等職務遂行上の
行為９件、交通事故等職務外の
行為２件、計11件）を全職員に
公開し、職員間で共有した。

　審査した案件の内容を継続し
て全職員へ公開するとともに、
職員の懲戒処分に関する指針を
周知する。

職員課

5 主任級職員の育成

　将来の管理監督者の候補であ
る「主任級職員」の育成を推進
するため、市議会関係事務（一
般質問や質疑等の回答作成な
ど）に積極的に関与させ、経験
を積ませる。

　新たに主任級へ昇格した職員
等に対して、総務部長特別講義
（政策法務）、企画部長特別講
義（政策財務）、部長及び参与
による講話を実施した。

　市議会関係対応のための事務
等の実務経験を積ませる研修を
実施する。

職員課

6
再任用職員（※
15）の有効活用

　再任用職員の経験や能力を活
かし、人材の育成と業務の円滑
な実施を図る。

　経験や能力のある再任用職員
の適正な配置に努めた。

　継続して実施する。 職員課

※15　再任用職員…定年退職等により、一旦退職した者を、任期を定めて改めて採用される職員
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対策４　市長等の政治倫理向上に向けた取り組み

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
（仮称）市長等の
政治倫理に関する
規程の制定

　政治の透明性を高め、市民等
の信頼を確保することを目的に
規程を制定する。

総務課

2
市長等の政治倫理
に関する第三者機
関の設置

　市長等の政治倫理に関する事
項を調査・検証する第三者機関
を設置する。

総務課

取組項目 実施責任課実施内容No

（仮称）市長等の政治倫理に関
する規程の制定のため調査研究
を行い、条例として制定するこ
ととした。

　（仮称）市長等の政治倫理に
関する条例を年度内に制定す
る。
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対策５　入札制度等に関する見直し

令和元年度 令和２年度

成果及び課題 実施計画

1
予定価格の事前公
表（実施済）

　建設工事及び建設業関連業務
委託の予定価格を事前公表す
る。

　市が発注する建設工事及び建
設工事関連業務委託の入札案件
の予定価格を事前公表とした。

　令和２年度の入札参加者や結
果を踏まえ、継続して検証す
る。

契約検査課

2
建設事業審査委員
会（※16）の体制
等の見直し

　不正行為の排除等の徹底を図
るため、審査委員会の所掌事務
を見直すとともに、審査委員会
の体制を見直す。

　工事等に直接関わりのない職
員で、委員長が指名した者を建
設事業審査委員会の委員として
委員会に参加できるようにし
た。

　委員長が指名する委員を定期
的に代え、入札制度の検討等の
所掌事務について審議する。

契約検査課

3
入札制度を監視す
る第三者機関の設
置

　入札結果や入札制度について
検証し、必要な意見を聴取する
第三者機関を設置する。

第三者機関の設置に向け調査研
究を行った。

　入札制度を監視する第三者機
関の設置のため（仮称）磐田市
入札監視委員会規程の制定に向
け調査研究を行う。

総務課

4
定期的な事業所ア
ンケートの実施

　事業所の意見・提案やコンプ
ライアンス意識を把握するた
め、事業所に対して定期的に実
態調査等を実施する。

　事業所アンケートを実施し、
94社からの回答を得た。

　令和３年度に実施予定の事業
所アンケートの具体的な調査項
目等について検討する。

秘書政策課
・

契約検査課

※16　建設事業審査委員会…建設工事等の入札、契約等業務の適正化及び公正化を図るための審査を行う内部委員会

取組項目 実施責任課実施内容No
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